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放射性物質除去・低減技術開発事業（継続）

１ 趣 旨

安全・安心な本県農林水産物の生産を図るため、放射性物質の除去・低減等の技

術開発を行う。

２ 事 業 内 容

（１） 放射性物質の分布状況の把握

放射性セシウムの分布状況の把握及び動態を明らかにする。

（２） 放射性物質の吸収量の把握

地域の土壌に応じた農作物の放射性セシウムの吸収量を把握する。

（３） 放射性物質の除去・低減技術の開発

代かき、表土剥離、反転耕、植物による吸収除去技術の有効性を検討する。

（４） 放射性物質吸収抑制技術の開発

土壌改良資材等の施肥、果樹における摘葉処理・袋かけ処理、牧草の放射性

物質吸収抑制技術を開発する。

（５） 農産物における放射性物質の除去技術の開発

農作物の部位別放射性物質の分布や加工過程での除去効果を検討する。

（６） 農作業における放射線被曝低減技術の開発

耕耘、収穫・乾燥・調整等の農作業による影響を調査する。

（７） 放射性物質が林産物に与える影響

林産物及び特用林産物への影響実態把握、吸収抑制・低減栽培技術を開発す

る。

（８） 放射性物質が海面漁業に与える影響

海洋生物における放射性物質の移行、蓄積部位・過程、排出過程を解明する。

（９） 放射性物質が内水面漁業に与える影響

内水面魚類における放射性物質の移行過程等を解明する。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 １５４，０８３千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２７年度

【担当課：農業支援総室農業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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農業系汚染廃棄物処理事業（継続）

１ 趣 旨

放射性物質による汚染により農林業において利用が困難となった農林産物及びそ

の副産物並びに農業生産資材等の処理を促進するため、焼却や一時保管、運搬、減

容化、分析などの取組を支援する。

２ 事 業 内 容

（１） 対象とする廃棄物

ア 肥料、土壌改良資材、培土、飼料、敷料の放射性セシウムの濃度が暫定許容

値を超過しているもの

イ 食品衛生法の暫定規制値を超過しているもの

ウ 暫定許容値や暫定規制値等の基準を超えるおそれがあるため、国又は地方自

治体による流通、利用の制限又は自粛の対象となっているもの

（２） 対象要件

ア 高濃度の放射性物質を含み、農業者等の外部被ばく等が懸念されるもの

イ 廃棄物として滞留し農林業や農林産物の流通等の支障となっているもの

ウ 地域において先行モデルとして処理をするもの

（３） 対象とする取組

ア 廃棄物の運搬

イ 廃棄物の焼却等による減容化

ウ 廃棄物の一時保管・処分・有効利用等の処理

エ 廃棄物及び周辺環境等のモニタリング

オ 計画策定、事前調査等その他事業実施上必要な取組

３ 事業実施主体 市町村、民間団体

４ 予 算 額 １，７５９，０００千円

５ 補 助 率 １０／１０

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２６年度

【担当課：農業支援総室環境保全農業課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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ため池等汚染拡散防止対策実証事業（新規）

１ 趣 旨

県内のため池等農業水利施設においては、流水の影響による放射性物質の継続的

な流入、移動、蓄積が認められており、除染した農地の再汚染や農産物への悪影響

が懸念されるところである。

このため、安全な農産物生産環境の整備を目的として、放射性物質のモニタリン

グ体制整備や農地への流入防止技術、下流への拡散防止技術の確立を図るための取

組を実施する。

２ 事 業 内 容

（１） 農業水利施設のモニタリング体制強化

ため池や農業用水路等において放射性物質の蓄積や流水中の移動を把握する

ため、定点観測や分析、情報共有等を行うことにより、汚染拡散を防止するた

めの体制を強化する。

（２） 農業用水の水質改善対策の実証

ため池における放射性物質の流出抑制技術や、農業用水路におけるフィルタ

ー材設置等放射性物質の除去技術などを実証し、農業用水水質改善技術の確立

を図る。

（３） ため池等の汚染土処理対策の実証

ため池等に堆積した放射性物質を含む底質土を効率的に除去・隔離する技術

や、農業用水への混入を防止する技術等について、実証を行い、ため池等汚染

土処理対策技術の確立を図る。

３ 事業実施主体 県、市町村、土地改良区等

４ 予 算 額 １，０００，０００千円

平成２５年度当初 ８００，０００千円

平成２４年度２月補正 ２００，０００千円

５ 補 助 率 国 １０／１０

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２６年度

【担当課：農村整備総室農地管理課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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放射性物質被害林産物処理支援事業（新規）

１ 趣 旨

木材加工の工程で発生する樹皮（バーク）は、放射性物質の影響により製材工場

やチップ工場等に滞留しており、工場の操業に支障をきたしている状況にある。

このため、滞留している樹皮の処理にかかる費用を支援することにより、速やか

に処理を進め、製材工場等の操業を継続させることで、本県林業・木材産業の復興

を図る。

２ 事 業 内 容

放射性物質に汚染された樹皮の処理を促進するため、産業廃棄物処理に要する費

用等を支援する。

３ 事業実施主体 福島県木材協同組合連合会

４ 予 算 額 ２７５，４００千円

５ 補 助 率 １０／１０以内

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２６年度

【担当課：森林林業総室林業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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森林除染等実証事業（継続）

１ 趣 旨

きのこの生産等、地域の主要な産業の場となっている森林において、効果的な森

林除染の方法を検証するとともに、きのこなどの生産のための基盤整備を促進する。

２ 事 業 内 容

（１）野生きのこ等発生環境再生事業

ア マツタケ発生林（１箇所）

マツタケ発生林を対象に放射性物質による汚染の状況や採取されるきのこの

放射性物質濃度を調査するとともに、刈払いや腐植層の除去などによる放射性

物質の移行低減効果について調査し、今後の出荷制限の解除や再生産に向けた

基盤整備を促進する。

イ ホンシメジ等発生林（７箇所）

ホンシメジ等食用野生きのこ発生林を対象に放射性物質による汚染の状況や

採取されるきのこの放射性物質濃度を調査するとともに、刈払いや腐植層の除

去などによる放射性物質の移行低減効果について調査し、今後の出荷制限の解

除や再生産に向けた基盤整備を促進する。

ウ ワラビ園（５箇所）

ワラビ園を対象に放射性物質による汚染の状況や採取されるワラビの放射性

物質濃度を調査するとともに刈払いや腐植層の除去、施肥などによる放射性物

質の移行低減効果について調査し、今後の出荷制限の解除や再生産に向けた基

盤整備を促進する。

（２）きのこ用原木林再生事業

きのこ用原木林の再生のため、平成２４年度に放射性物質の低減調査を実施した箇所

について、放射性物質濃度の経年の状況調査を行う。

（３）竹林再生事業

竹林再生のため、平成２４年度に放射性物質の低減調査を実施した箇所について、放

射性物質濃度の経年の状況調査を行う。

３ 事業実施主体 県（委託事業（林業関係団体、民間団体））

４ 予 算 額 １９，８３７千円

平成２５年度当初 １１，４６８千円

平成２４年度２月補正 ８，３６９千円

５ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室林業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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米の全量全袋検査推進事業（継続）

１ 趣 旨

平成２４年産米から自家飯米等も含めた全ての県産米について、県の管理の下、

放射性物質検査をもれなく全量全袋実施し、県産米の安全確保を徹底する。

２ 事 業 内 容

県産米の全量全袋検査を実施するためには、検査のための運搬費や作業員の人件

費など新たに追加的費用が発生することになるが、この費用は、東京電力株式会社

からの損害賠償により賄われる。

しかし、賠償金が支払われるまで、米の集荷業務を担うＪＡや米穀業者等が資金

繰りし、さらに立て替えておくことは極めて困難であることから、全量全袋検査を

確実に実施するため、追加的費用に相当する資金繰りを支援すべく、検査運営資金

の貸付を実施する。

（１）貸 付 先 ふくしまの恵み安全対策協議会

（事務局：財団法人福島県農業振興公社）

（２）貸 付 期 間 平成２５年４月～平成２６年３月末

（３）返 済 返済は東京電力からの賠償金を充てる。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ６，６１０，０００ 千円

【担当課：農林水産総室農林企画課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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農林水産物等緊急時モニタリング事業（継続）

１ 趣 旨

農林水産物等の安全性の確保に向け、緊急時モニタリング検査を実施するととも

に、その結果を消費者や生産者、流通業者に迅速かつ的確に公表する。

２ 事 業 内 容

本県産の農林水産物等のモニタリング検査を実施する。

野菜、果樹、きのこ、穀物（米等）、肉類、魚介類、原乳、鶏卵、飼料作物等

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ３４６，６０５千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２５年度

【担当課：農業支援総室環境保全農業課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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農畜産系有機性資源活用推進事業（放射能調査）（継続）

１ 趣 旨

県は、環境と共生する農業を推進するため堆肥等有機性資源の循環利用を進めて

きたが、原子力発電所事故の発生により、現在そのサイクルが停止した状態にある。

有機性資源の循環利用を促進するため、有機性資源の放射能濃度を検査し利用の

可否を判断した上で活用を図り、環境と共生する農業の推進を行う。

２ 事 業 内 容

有機性資源の放射能濃度検査

有機物の放射能セシウムの濃度を分析し、利用の可否を判断する。

堆肥等有機性資源分析点数 ３，０００点

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 １，６０２千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：農業支援総室環境保全農業課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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ふくしまの恵み安全・安心推進事業（継続）

１ 趣 旨

産地における検査体制など安全確保強化対策を支援するとともに、検査結果やこ

れら産地の取組の消費段階での見える化を進めるため、新たな安全管理システムを

構築する。これにより、県産農林水産物の安全性確保と消費者の信頼回復を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 安全管理システム緊急強化対策

ア 安全管理システム緊急強化対策事業

産地の放射性物質検査体制強化を支援し、検査結果等の見える化を推進する。

（ア）県協議会の設置・運営

（イ）産地支援活動

イ 安全管理システム地区推進事業

産地における分析機器や検査体制整備を支援する。

（ア）検査機器等整備：ベルトコンベア式検査器、NaIｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ等

（２４年度未整備地区等を対象）

（イ）検査施設整備拡充：検査器設置場所のバックグラウンド線量低減対策

（２４年度未整備地区等を対象）

（ウ）地域協議会の設置と運営

（２） 安全・安心見える化対策

ア 安全・安心見える化対策事業

放射性物質検査結果等の農産物の安全管理情報を消費者に提供するため、基

本システムを構築を進めるとともに、ホームページ等により情報を発信する。

（ア）安全管理基本システムの構築と管理運営

（イ）見える化整備（産地・流通業者）：システム関連機器整備、産地情報発

信（２４年度未整備地区等を対象）

３ 事業実施主体 ２の（１）のアの（イ） 県

２の（１）のアの（ア）、（２）のアの（ア） 県協議会

２の（１）のイ、（２）のアの（イ） 地域協議会 等

４ 予 算 額 ８７６，４０９千円

５ 補 助 率 ２の（１）のアの（ア）、（２）のアの（ア） 定額

その他 １０／１０以内

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：農業支援総室環境保全農業課、生産流通総室農産物流通課、

水田畑作課、園芸課、水産課、森林林業総室林業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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ふくしまの恵み販売力強化事業（一部新規）

１ 趣 旨

県内外における県産農林水産物の販売・消費動向は、依然として震災以前には回

復しておらず、消費者や流通関係事業者等の信頼回復に向けた効果的かつ戦略的な

プロモーション及びリスクコミュニケーションを積極的に展開し、本県の基幹産業

である農林水産業の復興を目指す。

２ 事業内容

（１） 「ふくしま新発売。」復興プロジェクト

ホームページやメディア媒体等を活用し、モニタリング情報や安全安心に関

する県の取組み等の正確な情報を発信する。

ア 専用ＷＥＢによる情報発信事業

モニタリング情報、イベント情報、旬の農産物情報等の発信を行う。

イ パブリシティ活動事業

首都圏のスーパー等において農産物の安全・安心イベント等を開催し、これ

らのコンテンツを生かして、在京メディアへの情報配信やメディア取材誘致を

実施する。

（２） みんなのチカラで農林水産絆づくり事業

「がんばろう ふくしま！」応援店の活動を支援するとともに県内におけ

る安全・安心キャンペーン等を展開する。

ア 「がんばろう ふくしま！応援店」等拡大事業

（ア） 応援店活動支援

（イ） 応援店の認知度向上支援

イ 農林水産物利用推進絆づくり事業

（ア） おいしいふくしまいただきます！キャンペーン（仮称）

（３） 復興サポート事業

トップセールスや米消費拡大、畜産ブランド復活のための事業を実施する

とともに、市町村や民間団体による風評を払拭するためのＰＲ活動を支援す

る。

ア 全国へのキャラバン隊の派遣

（ア） 県域農業団体等と連携したトップセールスの実施

（イ） 「全国安心キャラバン隊活動」の展開

イ ふくしま米消費拡大推進事業

（ア） 県内米消費拡大推進事業

（イ） 県外米消費拡大推進事業

（ウ） ふくしま米粉需要拡大事業

（エ） 「天のつぶ」認知度向上事業

ウ ふくしまの畜産ブランド復活事業

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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（ア） おいしい「ふくしまの畜産」消費拡大事業

（イ） 「福島牛」ブランド復活事業

（ウ） 「ふくしま地鶏」ブランド復活事業

エ 市町村へのPR事業支援

（ア） 市町村主体事業

（イ） 県内各地域団体等事業

（４） 新生！ふくしまの恵み発信事業

テレビコマーシャル等、各種メディアを活用したPRを行うとともに、首都

圏等メディア向けセミナー及び国内量販店等バイヤーモニターツアーを実施

する。

（５） 輸出回復緊急対策事業

安全性の情報発信や輸出セミナーを開催する。

３ 事業実施主体

２の（１）、（２）、（３）のウの（ア）、（４）及び（５） 県

２の（３）のア 県、県域農業団体等

２の（３）のイの（ア）及び（ウ） 福島県米消費拡大推進連絡会議

２の（３）のイの（イ） ふくしま米需要拡大推進協議会、福島県米消費拡大推

進連絡会議

２の（３）のイの（エ） 県、ふくしま米需要拡大推進協議会

２の（３）のウの（イ） 県、全国農業協同組合連合会福島県本部、福島牛販売

促進協議会

２の（３）のウの（ウ） 川俣町農業振興公社、会津地鶏ブランド拡大戦略会議

２の（３）のエの（ア） 市町村

２の（３）のエの（イ） 県内の生産者団体、製造者団体、商業者団体等

４ 予 算 額 １,７３０,６４１千円

５ 補 助 率

２の（３）のア、イ及びエ 定額

２の（３）のウの（イ） １／２以内、１／３以内、定額

２の（３）のウの（ウ） 定額

６ 事業実施期間

平成２４年度～平成２６年度

【担当課：生産流通総室農産物流通課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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学校給食おいしい県産農林水産物活用事業（新規）

１ 趣 旨

児童生徒の望ましい食生活の形成や、感謝の心・郷土愛を育むため、学校給食に

おいて安全・安心な地場産物を取り入れる市町村の取組を支援する。

２ 事業内容

学校給食において、平成２４年度は放射性物質の影響等によりやむを得ず県外産

を使用していた食材について、平成２５年度に新たに県産食材（旬の主要品目（米

を除く。））に切り替えて使用するものを対象に、その購入に要する経費を補助す

る。

３ 事業実施主体 市町村

４ 予 算 額 ６２,５６５千円

５ 補 助 率 定 額

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：生産流通総室農産物流通課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版

-12-



肥育牛全頭安全対策推進事業（継続）

１ 趣 旨

原子力発電所事故以降、風評等の影響により県産畜産物販売金額は著しく減少

し、特に肉用牛販売価格は回復の兆しが見られず、未だに消費者の信頼回復には

至っていない。

このことから、本県産牛肉の全頭検査を実施し、出荷牛の安全性を確認すると

ともに、その結果を広く消費者に公表することによって、本県産牛肉の信頼回復

を図る。

２ 事 業 内 容

本県産牛肉の安全性を確保し、消費者の信頼回復、県産ブランドの再生及び畜

産農家の経営の安定を図るため、県外においてと畜処理される肥育牛について、

放射性物質検査に必要な材料を採取して検査機関へ搬入し、全頭検査を行う体制

を県主導で確立する。

３ 事 業 実 施 主 体 県

４ 予 算 額 ５９，４４９千円

５ 補 助 率 －

５ 事 業 実 施 期 間 平成２５年度

【担当課：生産流通総室畜産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版

-13-



県産材検査体制整備事業（継続）

１ 趣 旨

県内各地域において、県産材の安全性を確認するための調査を実施するとともに、

木材関係団体が自ら取り組む製材品の放射線量の測定、検査等の体制整備に対して

支援を行い、原子力発電所事故に伴う立木の放射能汚染による木材製品の風評被害

の防止を図り、東日本大震災からの復興へ向けた新たな木材需要に対応した安全・

安心な県産材の供給や需要の確保に資する。

２ 事 業 内 容

（１） 県産材安全性確認調査事業

県内の森林から生産される木材製品について、原子力発電所事故による樹皮

の表面汚染や土壌からの吸収による木製品への影響を定期的に調査することに

より、県産材の安全性を確認し、広くその結果を周知する。

（２） 放射線検査実行体制整備事業

木材関係団体が取り組む、製材品等の放射線の検査体制の整備について支援

を行う。

３ 事業実施主体 ２の（１） 県

２の（２） 福島県森林整備加速化・林業再生協議会

４ 予 算 額 ７，９４１千円

５ 補 助 率 ２の（２） 定 額

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：森林林業総室林業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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被災農家経営再開支援事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災で津波等の被害を受けた地域において、地域の取組として、経営再

開に向けた復旧作業を共同で行う農業者に対して、経営再開のための支援金を交付

し、地域農業の再生と早期の経営再開を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 経営再開支援金交付事業

農地等の復旧作業を共同作業で行う農業者に対して、農業復興組合を通じて

その活動に応じ経営再開支援金を交付する。

営農の種類 支援単価

水田作物 ３．５万円／１０ａ

露地野菜(花きを含む) ４．０万円／１０ａ（ ７．０万円／１０ａ）

施設野菜(花きを含む) ５．０万円／１０ａ（１４．０万円／１０ａ）

果樹 ４．０万円／１０ａ（ ９．０万円／１０ａ）

注：単価の（ ）は自力で施設の撤去等を行う場合

注：水田作物には、畑地で生産される大豆・そば等を含む。

（２） 経営再開支援推進事業

経営再開支援金の交付等に係る推進事務を県及び市町村が実施するのに必要

な事務経費を助成する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 市町村

２の（２） 県、市町村

４ 予 算 額 ３８１，７４０千円

５ 補 助 率 定 額

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２５年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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被災地域農業復興総合支援事業（継続）
（東日本大震災復興交付金）

１ 趣 旨

東日本大震災で被災した地域において、農業の復興のため、様々な農業用

施設等を一体的に整備する必要がある。

このため、市町村が実施する農業用施設の整備及び農業用機械の導入を総

合的に支援し、地域の意欲ある多様な経営体の育成・確保及び早期の営農再

開を図る。

２ 事 業 内 容

被災市町村が被災農業者等への貸与を目的に、農業用施設・機械を整備す

る経費について補助する。

【交付対象】

・生産・加工・流通・販売に必要なハウス、水耕栽培施設、育苗施設、

乾燥調製貯蔵施設、処理加工施設、集出荷施設等の農業用施設

・トラクター、田植機、コンバイン等の農業用機械

（※農業用機械施設補助の整理合理化通知は適応されない）

３ 事業実施主体 特定被災区域の市町村（県内全ての市町村）

４ 予 算 額 ２１０，０００千円

５ 補 助 率 ３／４以内

（別途、国庫補助の上乗せや地方交付税措置予定）

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年

【担当課：農業支援総室農業担い手課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版

-16-



地域と連携した企業農業参入支援事業（継続）

１ 趣 旨

企業等の地域と連携した農業参入を支援し、本県農業の復興、多様な担い

手の確保、被災者等の雇用拡大に資する。

２ 事 業 内 容

（１） 農業参入相談マッチング活動事業

広く企業等の農業参入意向調査や誘致活動、相談会等を開催し、企業

等と地元関係者のニーズのマッチングによる地域と連携した農業参入に

向けて支援する。

（２） 企業農業参入支援事業

ア 農業参入円滑化支援

肥料、農薬、生産資材、試験栽培実施等の農業参入に必要な初期経費

の一部を助成する。

イ 提案型企業農業参入支援

企業等のノウハウを活用した地域への波及が期待できる新たな農業参

入ビジネスモデルを募集し、必要な経費の一部を助成する。

ウ 企業等定着促進支援

企業等が被災者等を安定的に雇用し、本県に定着して農業を行うため

に必要な作業所や貯蔵庫等の農業施設や農業用機械等の経費の一部を助

成する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 県

２の（２） 企業等

４ 予 算 額 １４，４５０千円

５ 補 助 率 ２の（２） １／２以内

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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農地流動化支援事業（継続）

１ 趣 旨

市町村が、集落レベルでの話し合いに基づき、地域農業のあり方等を記載したマ

スタープランを策定し、プランの実現に向け農地集積等に必要な取組を支援するこ

とにより、農業の競争力・体質の強化及び地域農業の復興を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 農地集積推進事業

市町村が策定した、人・農地プラン（地域農業マスタープラン）の実現に向

け、農地集積に協力する者に対して、農地集積協力金（経営転換協力金、分散

錯圃解消協力金）を交付する。

〔経営転換協力金〕

０．５ha以下 ：３０万円/戸

０．５ha超２．０ha以下：５０万円/戸

２．０ha超 ：７０万円/戸

〔分散錯圃解消協力金〕

５，０００円/１０a

（２） 被災地域農地集積支援事業

津波の被災市町村が策定した、経営再開マスタープランの実現に向け、農地

集積に協力する者に対して、被災地域農地集積支援金を交付する。

〔被災地域農地集積支援金〕

０．５ha以下 ：３０万円/戸

０．５ha超２．０ha以下：５０万円/戸

２．０ha超 ：７０万円/戸

３ 事業実施主体 市町村

４ 予 算 額 １６０，０００千円

５ 補 助 率 定 額

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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地域農業・担い手復興対策事業（新規）

１ 趣 旨

東日本大震災からの復興期にあって、震災により甚大な影響を受けた農業法人等に

よる生産活動や農村女性組織による地域活動の再活性化を図るとともに、農業高校生

や農業短期大学校生など若い人材の就農促進や農村女性の農業経営能力の向上を支援

することにより地域農業を支える多様な人材の確保・育成を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 農業法人等復興応援事業

ア 農業法人等支援事業

被災した農業法人等に対して、経営回復のために行う新規顧客の開拓や新たな

経営品目の導入等に必要な経費を助成する。

助成額：３，０００千円以内

イ 農村女性活動再生事業

（ア） 農村女性組織活動促進

農村女性組織に対して、地域の復興に寄与する新たな取組に必要な経費を

助成する。

助成額：１，０００千円以内

（イ） 女性農業経営者育成研修

農業総合センター農業短期大学校において、農村女性が農業経営者として

の資質を高めるための研修を実施する。

（２） 農業復興人材就農促進事業

ア 農業教育連携促進事業

農業高校と農林事務所及び農業総合センター農業短期大学校との連携の下で、

農業高校生に対して、若手農業者との交流や農家体験研修の機会を提供する。

イ 農業法人等就業促進事業

福島県農業会議に無料職業紹介所を設置し、農業法人就業希望者に対して、求

人の紹介を行う。

３ 事業実施主体 ２の（１）、（２）のア 県

２の（２）のイ 県農業会議

４ 予 算 額 ６７，０９１千円

５ 補 助 率 定 額

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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避難農業者一時就農等支援事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災や原発事故等に伴い仮設住宅等に避難中の農業者が、ふるさとに戻

り営農を再開できるまでの間、避難先等において一時的に営農を再開することを支

援する。

２ 事 業 内 容

（１） 避難農業者経営開始支援事業

避難先等において一時就農しようとする被災農業者に対して、経営開始に必

要な資金を助成する。

ア 助成対象及び助成額

畜 産 農 家 ：１，５００千円／経営体

園芸農家等 ：１，０００千円／経営体

市町村事務費：１００千円／市町村

イ 使 途

畜 産 農 家 ：飼料費、敷料費、種付料、小農具備品費、

家畜診療衛生費 など

園芸農家等 ：種苗費、肥料費、農薬費、動力光熱費、諸材料費、

小農具備品費 など

（２） 福島農業復興の絆づくり事業

県内各地に避難する農業者を対象に、避難先の優れた農業経営者等との技術

交流機会を提供し、知識習得と避難先との絆づくりを支援する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 避難元市町村

２の（２） 県

４ 予 算 額 ３９，０６８千円

５ 補 助 率 定 額

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２８年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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農林水産業再生人材育成研修事業（継続）

１ 趣 旨

被災農業者を対象に、農林業の復興や新たな知識習得のための講座を開設するこ

とにより、農林水産業の再生を担う人材の育成を図る。

２ 事 業 内 容

農林業復興人材育成研修事業

被災した農業者等を対象に、土地利用型農業の経営事例に関する講座や先進事例

の現地研修等を実施する。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 １，５５１千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２８年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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有機農業活用！６次産業化サポート事業（継続）

１ 趣 旨

原子力発電所事故により生産量及び取引量の減少など甚大な影響を受けている本

県の有機農業を再生させるため、生産体制の再構築を図ったうえで、流通のコーデ

ィネート機能を強化し、新たな販売体制の構築と販路開拓を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 販売体制の構築と販路開拓

有機農産物流通の専門家のアドバイスや支援を得ながら、風評を払拭するた

めのＰＲや商談会等を行い、有機農産物の販路を確保するとともに、有機農産

物を活用した６次産業化の活動を支援する。

（２） 生産体制の再構築

新規に有機農業に取り組む者や新技術を導入する者を支援し、生産工程管理

者数の回復・増加を図るとともに、生産体制の再構築により、原子力発電所事

故以前の栽培面積に回復できるよう支援する。

ア 新規取組者や新技術等の導入による生産工程管理者の育成

（ア） 新規取組の推進

（イ） 技術導入、認定取得への助言等による支援活動

イ 技術の検証及び普及

（ア） 放射性物質の吸収抑制技術の検証及び普及

（イ） たい肥等有機性資源を活用した施肥体系の構築

ウ 生産行程管理者の連携強化

（ア） 生産行程管理者による方部別交流会の開催

（イ） 個別生産工程管理者の組織化の推進

※「実証ほ」については、「農業新技術・新品種の普及定着支援事業のうち有機農

業ステップアップ普及定着事業」により実施。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ２，７４９千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：農業支援総室環境保全農業課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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農家経営安定資金融通対策事業（継続）

１ 趣 旨

災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等のために農業者等が

必要とする長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融

資機関に対し利子補給を行い、農家経営の自立及び安定化を図る。

特に、東日本大震災及び原子力発電所事故により農業経営に影響を受けた農業者

等には、東日本大震災農業経営対策特別資金を融通し、農業経営の維持安定や営農

再開を支援する。

２ 事 業 内 容

農家経営安定資金に係る利子の一部について、利子補給を行う。

平成２５年度融資枠 １１億２千２百万円

（１） 東日本大震災農業経営対策特別資金 １０億円

ア 東北地方太平洋沖地震対策資金

平成２３年東北地方太平洋沖地震による地震・津波の被害により農業経営に

影響を受けている農業者等に融通する資金

（ア） 貸付限度額 ５００万円

（イ） 貸付利率 １．２％以内（農協取扱いにあっては無利子）

（ウ） 償還（うち据置）期間 １０年（３年）以内

イ 原発事故対策緊急支援資金

平成２３年３月に発生した原子力発電所事故により農業経営に影響を受けて

いる農業者等に融通する資金

（ア） 貸付限度額 個人 １，０００万円

法人・団体１，２００万円

（イ） 貸付利率 １．２％以内（農協取扱いにあっては無利子）

（ウ） 償還（うち据置）期間 １０年（３年）以内

（２） 一般資金 １億２千２百万円

（（小災害資金（一般）、負債整理資金、農業経営高度化資金、中山間地域

経営維持資金）、経営支援資金、青年農業者育成資金）

３ 事業実施主体 農業協同組合等（融資機関）

４ 予 算 額 ７９，４６４千円

５ 利 子 補 給 率 金融情勢により変動

６ 事業実施期間 昭和５０年度～平成３２年度

【担当課：農業支援総室農業経済課金融共済室】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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地域産業６次化復興推進事業（新規）

１ 趣 旨

地域産業６次化を推進するため、農林漁業者の異業種への参入を推進するととも

に、県産農林水産物を活用した６次化新商品の開発を支援する。

２ 事 業 内 容

（１） 地方ネットワーク強化事業

ネットワーク会員の会員間交流や、特産品開発等を支援し、会員の持つシー

ズのマッチングを進めることで６次化による地域活性化を図る。

（２） ふくしま・６次化人材育成事業

「ふくしま６次化創業塾」を開講し、積極的に地域産業６次化に取り組む農

林漁業者や商工業者等を発掘・育成する。

（３） ６次化新商品普及事業

地域資源である本県農林水産物を活用した６次化新商品等を地域の新たな特

産品として普及させるため、普及広報や食の祭典イベントを実施する。

（４） 地域産業６次化復興支援事業

農林漁業者等が異業種における事業展開を図るために、資格取得や新商品・

新サービスの開発等を行う事業（ソフト事業）や県産農林水産物を活用した新

商品・サービス開発のために必要な施設整備（ハード事業）に要する経費へ補

助する。

３ 事業実施主体 ２の（１）～（２） 県

２の（３） ふくしま・地域産業６次化推進協議会

２の（４） ６次産業化に取り組む事業者及び支援機関

４ 予 算 額 ７９，８５７千円

５ 補 助 率 ２の（４） 補助対象経費の２／３以内

（ソフト：補助額１００千円以上２，０００千円以内／年）

（ハード：補助額１，０００千円以上３，０００千円以内）

６ 事業実施期間 平成２５年～平成２７年

【担当課：生産流通総室農産物流通課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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地域産業６次化復興ファンド出捐金（新規）

１ 趣 旨

東日本大震災及び原子力災害により甚大な被害を受けた本県農林水産業の復興を

目指し、農林漁業者の所得の向上と地域産業としての雇用創出に寄与する事業を育

成する地域産業６次化を推進するため、新たな投資型地域ファンドを創設する。

２ 事 業 内 容

農林漁業成長産業化ファンド（農林水産省食料産業局）及び地方銀行団からの出

資金に県からの出捐金と併せ、新たに地域ファンドを創設し、新規創業する６次産

業化事業体（合弁事業体）の資本金として出資する。

ア 出資規模 ２０億円

イ 設立予定 平成２５年４月～５月

ウ ファンド運営会社 民間の運営会社を想定

エ 資金運用期間 ファンド創設の日から１５年

オ 出資対象事業 農林水産業を資源として新たな総合産業に取組み、

農林漁業の振興に寄与し、地域産業として雇用を

創出する連携事業体

４ 予 算 額 ５６，５００千円

（債務負担行為 １４３，５００千円）

５ 事業実施期間 平成２５年～平成３９年

【担当課：生産流通総室農産物流通課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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東日本大震災農業生産対策事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災により被害を受けた農業用施設や営農用資機材等の復旧及び消費者

の信頼回復や新たな高付加価値化に向けた取組、並びに放射性物質の吸収抑制資材

等の購入経費への助成等を通じて被災地域の復興を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 被災地における生産力の回復

ア 生産関連施設の再編整備

イ 農業機械の導入

ウ 農業用資機材の共同調達

エ 鳥獣被害防止対策

オ 農地生産性回復に向けた土づくり

カ 自給飼料生産・調製の再生・再編

（２） 農畜産物の販売力の回復

ア 大豆の複数年契約販売の促進

イ 震災被害に対応した高度な農業生産工程管理の導入

ウ 放射性物質の吸収抑制対策

エ 新たな営農に係る技術導入

オ 農業系副産物循環利用体制再生・確立

カ 家畜改良体制再構築支援

３ 事業実施主体 市町村、農業団体、営農集団、農業生産法人 等

４ 予 算 額 ２２２，４１４千円

５ 補 助 率 ８２．５／１００以内（国１／２以内、

県３２．５／１００以内）、定額

６ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：生産流通総室園芸課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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園芸産地復興支援対策事業（新規）

１ 趣 旨

本県農業の産出額の約４割を占める園芸は、地震や津波災害に加え、さらには、

原子力災害及びそれに伴う風評被害により、産地を底支えしている高齢者の離農の

加速化、担い手の生産基盤の崩壊や県外への流出など、栽培面積や販売額の減少が

特に本県を代表する県北、県中地方の園芸品目の産地において顕著であるとともに、

壊滅的な被害を受けた浜通り地方の産地再生には新たな農地の確保やインフラ整備

等が必要となるなど生産者を取り巻く環境は厳しい状況にあり、これまでにない危

機に直面している。

このため、大きく後退した本県基幹の園芸産地の生産・販売体制の基盤強化に向

けて、営農再開や品目転換等を支援するため、園地や施設等の取得、整備等への支

援を集中的に実施する。

２ 事 業 内 容

原子力発電所事故に伴い甚大な被害を受けた地域の市町村、ＪＡ、農業法人、営

農集団、認定農業者等の新たな農用地での営農再開を支援する。

（１） 助成対象

ア 園地整備費

イ 管理用機械、施設

ウ 初期生産資材（種苗、肥料、土壌改良資材等）

エ 農地等貸借に係る賃借料 等

（２） 対象作物

アスパラガス、トマト、きゅうり、日本なし、りんどう、トルコギキョウ

リンドウ、ニラ等

３ 事業実施主体 原子力発電所事故により甚大な被害を受けた地域の市町

村、ＪＡ、農業法人、営農集団、認定農業者 等

４ 予 算 額 １００，０００千円

５ 補 助 率 園地整備 定 額

上記以外 ９／１０以内

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：生産流通総室園芸課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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園芸施設再生可能エネルギー導入促進事業（新規）

１ 趣 旨

本県の農業復興には、周年的に安定した生産・販売及び雇用が可能な施設園芸に

よる経営の早期再建、生産体制の確立が必要であるが、燃油が高値基調である中、

風評等の影響を受け、園芸農家の経営はこれまでになく悪化しており、太陽光等の

再生可能エネルギーの活用が重要となっている。

このため、再生可能エネルギーの利用推進に向けて、専門家のアドバイス等によ

る支援を行うとともに、普及推進セミナーを開催する。

また、普及・拡大を図るため、システム利用のモデル的な整備事業を行う。

２ 事 業 内 容

（１） 再生可能エネルギー利用の推進

市町村、農業者等が太陽光パネル等を園芸用施設に導入する際に検討が必要

となる施設の仕様・規模や栽培品目等について、専門家で構成する支援アドバ

イザーの委嘱、派遣を行い、また、再生可能エネルギーを利用した事例紹介等

のセミナーを開催する。

ア アドバイザー数 ４ 名

イ 普及推進セミナー ２ 回

（２） 再生可能エネルギー施設導入支援

エネルギーの自給を高め、CO2排出量も大幅な削減を可能とする「太陽光」

利用の普及・拡大を図るため、システム利用のモデル的な整備事業を行う。

ア 補助対象：発電施設機器本体、制御機械、設置工事費、導水施設、電気配線、

機器調整費、暖房器 等

発電施設の効果等啓発看板設置費

イ 作 物：施設トマト、いちご等

（相双管内※日照量が豊富な区域における取組モデルとする。）

３ 事業実施主体

２の（１） 県

２の（２） 営農集団、農業法人、農業団体、市町村、認定農業者等

４ 予 算 額 ５，９００千円

２の（１） ５００千円

２の（２）５，４００千円

５ 補 助 率 １／３以内

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：生産流通総室園芸課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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ふくしまの特産品復活支援事業（新規）

１ 趣 旨

本県の特産品である「あんぽ柿」の安全な製品の出荷を確保し、産地の再生を図

るため、非破壊方式による製品検査の実用化に向けた開発促進を行う。

また、生薬仕向けの需要拡大が見込まれている「おたねにんじん」の生産拡大を

支援する。

２ 事 業 内 容

（１） あんぽ柿産地再生事業

製品の全量検査（またはロット検査）を可能とする機器の仕様等の開発と実

用化に向けた開発をメーカー等と連携して行う。

ア 加工試験の実施

イ 非破壊検査機器を活用した製品検査の検討

（ア） 検証検討会の開催 ５回

（構成メンバー：機器メーカー、生産団体、市町村、国、県等）

（イ） サンプル品製作（原料費、加工費） １回

ウ 非破壊検査機器開発支援

加工柿等に対応可能な非破壊検査機器（仕様）の開発

（２） おたねにんじん需要即応生産支援事業

おたねにんじんの生産体制の支援を行うとともに、低コスト生産システム、

種苗供給体制の構築を図る。

ア 生産体制の再構築

「おたねにんじん推進協議会（仮称）」の開催、新たな担い手の育成・確保

イ 低コスト生産システム、優良種苗増殖体制の構築

低コスト生産のための実証ほの設置及び優良種苗の増殖を担う生産組織等に

対し、ほ場の整備、初期生産資材等の導入等を支援する。

（ア） 助成対象

日覆資材、パイプ、灌水資材、肥料、農薬、種子等

（イ） 補助率

定額 １，０００千円（１０ａ当たり上限）

３ 事業実施主体 ２の（１）ア、イ、２の（２）ア 県

２の（１）ウ 企業等

２の（２）イ 市町村、ＪＡ、営農集団、認定農業者、

特認団体等

４ 予 算 額 ５４，９１５千円

５ 補 助 率 定額

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：生産流通総室園芸課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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園芸作物緊急転換対策事業（継続）

１ 趣 旨

原子力発電所事故に伴い、作付休止や葉たばこの廃作希望等により生産者の耕作

意欲が大きく減退しており、農家経営の悪化や避難した農業者の帰農の断念、さら

には耕作放棄地の発生が懸念される。

このため、農業経営の再構築を目指して、安定した需要が見込める転換品目の導

入や雇用等の取組みを支援し、生産者の所得確保や新たな産地づくりを推進する。

２ 事 業 内 容

（１） 推進事業

ア 事業内容：新たな品目への転換を図るうえで必要な作付者の育成・確保、農

地の集積等の活動、転換推進品目の実証等を実施する。

イ 実施主体：県

（２） 転換対策条件整備事業

ア 事業内容：葉たばこ産地等において転換品目の生産に必要なハウスリフォー

ム、かん水設備、初期生産資材等の整備を支援し、転換品目の円

滑な作付を促進するとともに、需要の多い品目の新たな園芸産地

の確立を図る。

また、市町村、ＪＡ等が取組む転換誘導、農地の集積及び新規作

物導入の実証ほ運営等を支援する。

イ 対 象：ハウスリフォーム、初期生産資材（種苗、肥料、農薬等）、かん

水設備、栽培用施設（付帯施設含む）、出荷調製機器、管理機械

実証ほ運営費 等

ウ 実施主体：市町村、ＪＡ、営農集団、農業法人、認定農業者等

エ 補 助 率：６／１０以内

３ 予 算 額 ９，４９２千円

２の（１） ４９２千円

２の（２）９，０００千円

４ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：生産流通総室園芸課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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ふくしまの畜産産地再生支援事業（新規）

１ 趣 旨

畜産産地の再生を図るため、離農している畜産農家等に対して経営再開に向け

たコンサルタントの実施を支援するとともに、畜産企業の経営再開や新規参入の

誘致活動を実施する。

２ 事 業 内 容

（１） 畜産経営再開指導事業

畜産経営再開・規模拡大に向けたコンサルタントの実施、技術指導及び県

内での遊休畜舎等の情報提供に係る経費を助成する。

（２） 畜産経営再開推進事業

放射性物質に関する技術的な指導や情報交換会を実施し、畜産農家等の連

携強化を図る。

（３） 企業的畜産経営再開推進事業

本県で畜産経営を行っていた企業等の経営再開や県内への新規参入などの

誘致活動を実施する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 社団法人福島県畜産振興協会

２の（２）、（３） 県

４ 予 算 額 ３，７１０千円

５ 補 助 率 ２の（１） 定 額

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：生産流通総室畜産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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酪農復興緊急対策事業（新規）

１ 趣 旨

県外から乳用雌牛を緊急的に導入する経費や、雌雄判別精液を活用して乳用雌

牛を確保するための経費を支援することにより、東日本大震災及び原子力発電所

事故の影響により消失した生乳生産量を緊急的に回復させる。

２ 事 業 内 容

（１） 緊急乳用雌牛導入支援

県外から乳用雌牛を導入する場合の掛かり増し経費を助成する。

※助成単価：１頭あたり80千円 総額40,000千円

（２） 生産基盤回復円滑化

乳用雌牛の出生割合を増やすことで安価で安定的に優良乳用雌牛を県内で

確保するため、雌雄判別精液を活用した交配に係る費用を助成する。

※助成単価：雌雄判別精液1本当たり4千円 総額4,800千円

３ 事業実施主体 福島県酪農業協同組合

全国農業協同組合連合会福島県本部

４ 予 算 額 ４４，８００千円

５ 補 助 率 定 額

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：生産流通総室畜産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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肉用牛生産力再生推進事業（新規）

１ 趣 旨

本県の肉用牛生産基盤は東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により甚大

な被害を受け、生産農家戸数、飼養頭数ともに大きく減少していることから、肉

用牛経営の再開と規模拡大に取り組む畜産農家に対して繁殖雌牛導入・増頭を支

援することにより、早急に和牛子牛の生産基盤を回復させ、「福島牛」のブランド

力強化と再生を図る。

２ 事 業 内 容

県内各地に避難している畜産農家が避難先や帰還後に経営再開する場合や、県

内一円の和牛繁殖農家が飼養頭数の規模拡大を図るために必要な繁殖雌牛の導入

・保留を行う場合に必要となる経費の一部を助成する。

（１） 繁殖経営基盤再生推進事業

和牛繁殖農家が避難先において経営を再開する場合に、繁殖雌牛を導入す

る経費の一部を助成する。 ※助成単価：２３９千円／頭×５０頭

（２） 繁殖生産基盤再生進事業

和牛繁殖農家が避難先から帰還して経営を再開する場合に、繁殖雌牛を導

入する経費の一部を助成する。 ※助成単価：８９千円／頭×５０頭

（３） 福島牛生産基盤再生推進事業

和牛繁殖農家が規模拡大のため繁殖雌牛を導入又は保留した場合に奨励金

を交付する。 ※交付単価：３０千円／頭×１，０００頭

３ 事業実施主体 農業協同組合、営農集団、農業法人、認定農業者等

４ 予 算 額 ４６，４００千円

５ 補 助 率 定 額

６ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：生産流通総室畜産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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家畜生産基盤再生事業（新規）

１ 趣 旨

原子力発電所事故の影響により大きな被害を受けた本県畜産業を復興させ産地

の活力を回復させるため、生産・流通の基盤である福島県家畜市場及び福島県食

肉流通センターの緊急整備に対して支援する。

２ 事 業 内 容

（１） 家畜市場施設緊急整備事業

福島県家畜市場の整備に向けた基本設計に係る経費を助成する。

（２） 産地食肉センター施設緊急整備事業

福島県食肉流通センターの整備に向けた基本設計に係る経費を助成する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 社団法人福島県畜産振興協会

２の（２） 株式会社福島県食肉流通センター

４ 予 算 額 ４１，５７６千円

５ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：生産流通総室畜産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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自給飼料生産復活推進事業（継続）

１ 趣 旨

粗飼料の生産基盤の復活には、草地更新等の除染が必須であるため、この間に

必要となる代替粗飼料確保に対して支援を行う。

２ 事 業 内 容

草地更新をする間は牧草の生産ができなくなることから、草地の除染が完了す

るまでの間、酪農や肉用牛農家における安全な粗飼料を確保するため、代替粗飼

料の購入に必要な資金を無利子で貸付する。

３ 事 業 実 施 主 体 農業協同組合等

４ 予 算 額 ３３７，２５２千円

５ 貸付利率・期間 無利子

１年（平成２５年４月～平成２６年３月）

６ 事 業 実 施 期 間 平成２５年度

【担当課：生産流通総室畜産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版

-35-



農地・水保全管理支払事業（復旧）（新規）

１ 趣 旨

東日本大震災で被災した施設、またはその影響により機能低下等を生じた水路の

補修等に取り組む集落に対して、地域協議会を通じて交付金を交付する。

２ 事 業 内 容

東日本大震災により被災を受けた施設、またはその影響により機能低下を生じた

施設や、余震等の影響により損傷が進行する事が懸念される老朽化した施設の補修

等に取り組む活動組織を支援する。

（１） 対象地域

農地・水保全管理支払交付金（共同活動支援交付金）の協定を締結している

活動組織

（２） 支援単価

水田４，４００円/１０a、畑２，０００円/１０a、草地４００円/１０a

３ 事業実施主体 福島県農地・水・環境保全向上対策地域協議会

４ 予 算 額 １８，６２１ 千円

５ 交 付 率 県 １／４（国 １／２、市町村 １／４）

６ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：農村整備総室農村振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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災害調査事業（継続）

１ 趣 旨

農地・農業用施設・海岸保全施設及び地すべり防止施設の被害発生地区のうち、

県営災害復旧事業を対象として、災害査定申請を早急かつ円滑に執行すべく、耕地

災害、海岸及び地すべり防止施設災害の調査等を実施する。

２ 事 業 内 容

農地、農業用施設、海岸保全施設、地すべり防止施設の被害発生地区のうち、県

営災害復旧事業について、災害調査等を行う。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ２９４，５８０千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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除 塩 事 業（継続）

１ 趣 旨

「東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関する法律」に基づき、津

波による海水の浸入で塩害を受けた農用地の除塩作業に対して支援する。

２ 事 業 内 容

津波により塩害を受けた農用地の除塩作業について助成する。

（１） 事業対象区域

土壌塩分濃度(塩素濃度)が水田で０．１２％以上、畑地で０．０５%以上の

農用地で、１箇所の復旧費用が４０万円以上となる地域

（２） 補助対象

ア 除塩に必要な用水を確保するための取水施設及び用水路の新設又は改修

イ 除塩のために設置する揚排水機(ポンプ等)の賃料、運搬、据付、撤去及び送

電施設、その運転に必要な労務費

ウ 排水を促進させるための弾丸暗渠及び排水溝等の施工

エ 排土、客土、耕起

オ 土壌に吸着したNaイオンを効率的に除去するために行う石灰資材の散布 等

３ 事業実施主体 市町村、土地改良区

４ 予 算 額 ３７,６２４ 千円

５ 補 助 率 ９／１０

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２５年度

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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耕地災害復旧事業（継続）

１ 趣 旨

異常な天然現象（暴風、洪水、高潮、地すべり、地震、低温、その他）により被

災した農地、農業用施設を復旧することを目的とする。

２ 事 業 内 容

災害を受けた農地、農業用施設の速やかな復旧を図る。

（１） 事業採択の条件

ア 事業費の最低基準

１箇所の工事の費用が４０万円以上

イ 異常な天然現象の条件

最大２４時間雨量８０mm以上、最大時間雨量２０mm以上等

（２） 採択する工種

ア 農 地 田、畑

イ 農業用施設 水路、道路、頭首工、ため池、橋梁、揚水機、堤防、農地保

全施設（農業用施設は関係受益戸数２戸以上）

３ 事業実施主体

県、市町村、土地改良区等

４ 予 算 額 ２２，６９６，８３３千円

５ 補 助 率

国庫補助率

農地：５０％、農業用施設：６５％

国庫補助率は、基本補助率であり、補助率増高制度により補助率がかさ上げさ

れる。また、激甚災害に指定された場合、激甚法による補助率のかさ上げが適用

される。

県補助率（県営により事業実施の場合）

農地：国庫補助残の３５／５０ 農業用施設：国庫補助残の２５／３５

６ 事業実施期間

災害が発生した年を含め原則３年間

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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海岸災害復旧事業（継続）

１ 趣 旨

異常な天然現象（暴風、洪水、高潮、地震、津波、その他）により被災した海岸

保全施設（堤防、消波堤等）について、速やかな復旧を図り、もって公共の福祉を

確保することを目的とする。

２ 事 業 内 容

被災した海岸保全施設の速やかな復旧を図る。

（１） 事業採択の条件

ア 事業費の最低基準 １箇所の工事の費用が１２０万円以上

イ 異状な天然現象の条件

（ア） 最大24時間雨量が８０mm以上、時間雨量２０mm以上

（イ） 最大風速が平均１５ｍ/秒以上。

（ウ） 暴風若しくはその余波による異常な高潮若しくは波浪（うねりを含む）

又は津波により発生した災害で、被災の程度が比較的大であると認められ

るもの

（２） 採択する工種

堤防工、護岸工、胸壁工、樋門工、根固工、突堤工、消波工

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ７，８４１，０８１千円

５ 補 助 率

国 ２／３

国庫補助率は、基本補助率であり、地方公共団体の標準税収入との割合により

補助率がかさ上げされる。また、激甚災害に指定された場合、激甚法による補助

率のかさ上げが適用される。

県 １／３

６ 事業実施期間

災害が発生した年を含め原則３年間

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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農用地災害復旧関連区画整理事業（継続）

（災害関連事業）

１ 趣 旨

東日本大震災の津波被災農地は広範囲に地盤沈下を起こしており、復旧工事には

高度な土木技術を要することや、関係市町が策定する復興計画に基づく新たな土地

利用計画の下、広範囲かつ複雑な権利調整や事業調整を進める必要がある。

このため、「東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関する法律」に

基づき、被災農地と隣接する未被災農地とを一体的に区画整理の手法を用いた復旧

工事を行うことにより、大規模経営など効率的な営農を図る。

２ 事 業 内 容

被災農地と隣接する未被災農地を一体的として区画整理の手法により、復旧を図

る。

（１） 事業対象区域

被災した農地及びこれの利用又は保全上必要な農業用施設の復旧と併せて、

隣接する農地等の整備を一定の計画に基づき総合的かつ一体的に整備する必要

がある区域。

（２） 事業内容

整地工、用水施設、排水機場工、排水路工、道路工 等

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ４１９，２１０千円

５ 補 助 率 国 未 定

県 国庫補助残の１５／５０

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２７年度

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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災害関連生活環境施設復旧事業（継続）

（災害関連事業）

１ 趣 旨

災害を受けた農村生活環境施設の復旧を速やかに行うことにより、活力ある農村

地域社会の維持、形成に資することを目的とする。

２ 事 業 内 容

被害を受けた農村生活環境施設（集落排水施設、農村公園等）の速やかな復旧を

図る。

＜採択要件＞

（１） 農業農村整備事業により整備された「集落排水施設」、「営農飲雑用水」、「農

村公園」

（２） 工事費２百万円以上（１２百万円以上は本省協議）

（３） 受益戸数が２戸以上

（４） 「災害復旧事業」と同一地域内で実施すること（落雷については単独でも採

択）

３ 事業実施主体 市町村、土地改良区等

４ 予 算 額 ８３９，５６３千円

５ 補 助 率 国：５０％（激甚法による嵩上げなしの場合）

本事業の調査は災害復旧事業の査定の際に併せて実施

６ 事業実施期間 災害が発生した年を含め原則３年間

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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復興基盤総合整備事業（継続）

１ 趣 旨

津波被災を受けた沿岸部の農業の振興を図るため、ほ場の大区画化等による農業

生産性の向上及び担い手への農地集積を促進し、効率的かつ安定的な農業経営の確

立を目指す。

２ 事 業 内 容

被災農地と隣接する未被災農地を一体的に区画整理の手法により復旧を図る。

（１） 事業対象区域

被災した農地及びこれの利用又は保全上必要な農業用施設の復旧と併せて、

隣接する農地等の整備を一定の計画に基づき総合的かつ一体的に整備する必要

がある区域。

（２） 事業内容

整地工、用水施設、排水機場工、排水路工、道路工 等

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ２，７２２，９６７千円

５ 補 助 率 国 ７５％

県 １３．７５％

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２８年度

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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森林とのきずな再生事業（新規）

１ 趣 旨

震災や原子力災害発生以降の森林の現状に対する理解を深めつつ、県民運動の浸

透や拡大を図るため、森林環境に関する情報発信と森林づくり活動の支援及び平成

３０年全国植樹祭の招致に向けた開催理念などの検討を行う。

２ 事 業 内 容

（１） 森林環境情報発信事業

福島県の森林の現状について理解が深められるよう、森林づくり活動の情報、

森林整備や放射能対策などの行政による取組の状況、森林病害虫の発生などに

よる突発的な枯損変状等、森林のタイムリーな情報を発信する。

（２） 森林づくり活動推進事業

平成３０年全国植樹祭の招致に向け県内外の調査を行うとともに、専門家等

の委員７名で構成する「森林づくり検討委員会」により、森林づくり活動の活

性化の方策や森林づくり計画の策定、植樹祭開催理念などの検討を行う。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ８，３６３千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室森林計画課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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森林整備加速化・林業再生基金事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災からの復興を図るとともに、円高により流入する輸入材に対抗でき

る国産材の供給体制の整備を進める必要がある。

このため、間伐、路網整備や地域木材・木質バイオマスの利用推進を図る事業を

実施する。

２ 事 業 内 容

（１） 森林整備加速化・林業再生協議会運営事業

地域復興のための木材の安定供給体制の確立及びその利用の推進を図るた

め、福島県森林整備加速化・林業再生協議会が行う森林整備や地域材利用拡大

のための調査及び事業計画の調整・作成のフォローアップ等を支援する。

（２） 木材加工流通施設等整備事業

林業・木材産業等の地域産業を再生するため、間伐材等の加工流通施設の整

備に対して支援する。

（３） 間伐対策事業

木材の安定供給を進めるために、搬出が可能な森林を対象とした間伐等の実

施を支援する。

（４） 路網整備事業

間伐等の森林整備と間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等地域産

業の再生を図るため、林業専用道や森林作業道等の整備を支援する。

（５） 森林境界明確化事業

境界が不明なため間伐が進まない森林において、集約化に向けた間伐を進め

るため、所有者情報の収集・整理や森林境界の確認、測量、杭打ち、境界の図

化等森林境界を明確にする活動を支援する。

（６） 流通経費支援事業

製材、合板、製紙用チップ等に利用する間伐材の流通を円滑に支援するため、

素材生産業者と木材加工業者の間に締結される、安定取引協定に基づく間伐材

の運搬経費に対して支援する。

３ 事業実施主体 民間団体等

４ 予 算 額 ３９９，２６６千円

５ 補 助 率 定額ほか

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：森林林業総室森林計画課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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ふくしま森林再生加速化事業（継続）

１ 趣 旨

生活圏以外の森林除染については、十分な知見がなく、方針の策定が先送りとな

っていることから、除染等技術の早期確立を図るため、森林施業等を活用した放射

性物質の低減等についてデータの蓄積を行う。

２ 事 業 内 容

モニタリング調査

平成２４年度に本事業により森林整備等を実施し空間放射線量率や立木等の放射

性物質濃度を測定した箇所のモニタリング調査を継続して実施する。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 １１，４００千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２５年度

【担当課：森林林業総室森林整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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ふくしま森林再生事業（新規）

１ 趣 旨

住居等近隣以外の森林について除染対策が十分でなく、森林整備や林業生産活動

が停滞しているため、「森林整備」と伐採に伴い発生する枝葉処理や施業後の事業

効果の分析・評価等を行う「放射性物質対策」を一体的に実施し、森林の有する多

面的機能を維持しながら放射性物質の低減及び拡散防止を図り、森林を再生する。

２ 事 業 内 容

（１） 公的主体による森林整備

原子力発電所の事故の影響により、森林所有者等による自主的な森林整備等

が停滞している森林において、森林機能を回復するため、間伐等の森林施業と

路網整備を一体的に行い、森林の有する多面的機能を維持しながら放射性物質

の低減を図る。

（２） 放射性物質対策

（１）の森林整備を実施するための全体計画の作成や森林所有者の同意の取

り付け行うとともに、森林施業に伴い発生する枝葉等を林外に搬出する。また、

施業後の事業効果の分析・評価等を合わせて実施する。

３ 事業実施主体 県、市町村

４ 予 算 額 ４，１３６，７００千円

平成２５年度当初 ２，４９６，８１３千円

平成２４年度２月補正 １，６３９，８８７千円

５ 補 助 率 ２の（１） ４／１０（実質補助率７２％）

２の（２） １０／１０以内

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２９年度

【担当課：森林林業総室森林整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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林業種苗生産施設体制整備事業（新規）

１ 趣 旨

東日本大震災の津波により被災した海岸林の復旧に必要な苗木生産に取り

組む必要があることから、苗木生産者が行う苗木生産施設等の整備を支援す

る。

２ 事 業 内 容

苗木生産者が海岸林の復旧に使用するコンテナ苗木を生産するために必要

な資材及び施設等整備について補助する。

３ 事業実施主体 林業用苗木等の生産者

４ 予 算 額 ３０，７６１千円

５ 補 助 率 １／２

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室森林整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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林道災害復旧事業（継続）

１ 趣 旨

市町村等が維持管理する林道施設の、異常気象等による被災箇所について復旧事

業を実施する。

２ 事 業 内 容

市町村等が維持管理する林道施設の、異常気象等による被災箇所について復旧事

業を実施する。

３ 事業実施主体 市町村等

４ 予 算 額 １，２３０，３４１千円

５ 補 助 率 奥地林道 ６５％

その他（奥地林道以外） ５０％

※単年災高率補助、連年災高率補助、激甚災害高率補

助の基準に該当する場合は補助率の嵩上げが行われ

る。

６ 事業実施期間 災害が発生した年を含め原則３年間

【担当課：森林林業総室森林整備課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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木質バイオマス施設等緊急整備事業（新規）

１ 趣 旨

東日本大震災からの復興に向けて、地域の資源を活用した新しいまちづくりを推

進するとともに、林業の活性化や雇用の確保等を図る。

２ 事 業 内 容

未利用間伐材等再生可能エネルギーを活用したまちづくりを推進するため、木質

バイオマス発電施設等の整備を支援する。

３ 事業実施主体 市町村、民間事業者等

４ 予 算 額 ３，０３６，０００千円

５ 補 助 率 １／２以内

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室林業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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安全なきのこ原木等供給支援事業（継続）

１ 趣 旨

放射性物質による森林汚染が、きのこ原木等の需給に影響を及ぼしており、きの

こ原木等の価格が高騰している。

このため、きのこ生産者の生産資材導入に係る負担軽減を図る取組を行う団体に

対し支援し、きのこ生産の回復を図る。

２ 事 業 内 容

きのこ用原木、おが粉及び種菌等の購入に要する経費の一部について補助する。

３ 事業実施主体 農業協同組合、森林組合、福島県森林・林業・緑化協会きのこ

振興センター

４ 予 算 額 ２３７，７４０千円

５ 補 助 率 購入にかかる経費（消費税を除く）の１／２

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室林業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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放射性物質対処型森林・林業復興支援事業（新規）

１ 趣 旨

森林整備を行う上で放射性物質への対処が必要な森林の調査、森林所有者等への

説明・同意取り付けや伐採に伴う副産物の利活用を見据えた減容化、放射性物質の

環境影響を低減しつつ木質バイオマスの利用の推進等に向けた実証的な取組を行

い、円滑な森林整備に必要なノウハウ等を収集・整理することにより、森林・林業

の再生を通じた被災地復興を推進する。

２ 事 業 内 容

既存及び新設木質バイオマス関連施設の利用にあたって、放射性物質への影響に

対処するため、集じん装置、焼却灰一時保管施設等を整備し、実証的な取組を支援

する。

３ 事業実施主体 市町村、民間団体

４ 予 算 額 ９５，６００千円

５ 補 助 率 定額（１０／１０）

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室林業振興課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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治山施設災害復旧事業（過年災）（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災により被災した治山施設の被害の速やかな復旧を図り、山地を保全

し民政の安定を確保するための災害復旧を実施する。

２ 事 業 内 容

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法に基づき、被災した治山施設の災害復旧

を実施する。

平成２５年度は、十二本松地区（相馬市）、昼小屋地区（相馬市）、大洲地区（相

馬市）、北海老地区（南相馬市）、横砂地区（南相馬市）の５地区で実施する。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ２，２１９，７８５千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２８年度

【担当課：森林林業総室森林保全課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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治山事業（継続）

１ 趣 旨

森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から県民の生命・財産を保全するこ

とや、水源かん養、生活環境の保全・形成等を図ることで、安全で安心できる豊か

なくらしの実現を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 山地治山総合対策

山地災害等による被害の防止及び保安林の機能を維持強化するため、渓流や

山腹斜面を安定させるための治山ダム工、土留工等の施設の整備や植栽、森林

の造成等を行い、荒廃地、荒廃危険地等の復旧整備を実施する。

（２） 水源地域等保安林整備

水源地域等の森林において、森林の有する水源かん養機能を高度に発揮させ、

水資源の確保と国土保全に資するため荒廃地等の復旧整備及び荒廃森林等の整

備を総合的に実施し、県民の生命・財産を保全し、水資源の確保を図る。

また、荒廃した保安林において保安林の有する機能を回復させるために森林

整備を実施する。

（３） 森林基盤整備(治山事業)

水源のかん養及び山地災害の防止のために行う荒廃危険山地の崩壊等を予防

する事業を行う。

また、山地災害危険地区が複数存在する地域において、県が市町村や地域住

民と協働で減災計画を策定し、総合的な治山対策を行う。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ５，７４３，７１７千円

平成２５年度当初 ４，２４３，２３６千円

平成２４年度２月補正 １，５００，４８１千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２２年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室森林保全課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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治山施設事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災や近年多発する集中豪雨等の災害により、県民の生活と財産に被害

を及ぼしており、これら被害地の復旧及び災害発生の予防のため治山事業を実施し、

災害に強い安心・安全な県土の形成に努める。

２ 事 業 内 容

（１） 治山施設事業（県営）

保安林、保安施設地区、地すべり防止区域において、被害規模が国庫補助事

業等の採択基準に該当せず、人命・財産に対する危険度が大きい箇所等におい

て、復旧事業を実施する。

（２） 治山施設事業（団体営）

国庫補助事業及び治山施設事業（県営）の採択基準に該当せず、山地災害の

恐れがある箇所、治山施設の被災箇所について法切工や流路工などの対策工を

実施し、又は、保安林内の危険木を除去することにより、災害の防止・軽減を

図る事業を市町村が実施する場合に補助する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 県

２の（２） 市町村

４ 予 算 額 ９３，４８４千円

５ 補 助 率 ２の（２） ７／１０

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２７年度

【担当課：森林林業総室森林保全課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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漁業復興担い手確保支援事業（新規）

１ 趣 旨

被災した漁業者の廃業や離職による漁業担い手の大幅な減少を防ぐため、青年漁

業者や漁業後継者の操船・漁労技術習得のための研修等を支援する。

２ 事 業 内 容

青年漁業者、漁業後継者を対象として行う、操船・漁労等技術研修に対して、助

成する。

３ 事業実施主体 漁業協同組合

４ 予 算 額 ４，１４５千円

５ 補 助 率 ３／４以内

６ 事業実施期間 平成２５年度～平成２６年度

【担当課：生産流通総室水産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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経営構造改善事業（継続）

１ 趣 旨

水産業の早期復旧を図るため、市場等の水産業共同利用施設の機器や施設及び養

殖施設の整備に対して支援する。

２ 事 業 内 容

（１）水産業共同利用施設復旧支援事業

ア 機器整備等（水産業共同利用施設復旧支援事業）

被災した漁協等が所有する共同利用施設の早期復旧に不可欠な機器の整備及

び施設の修繕を支援する。

イ 施設整備（水産業共同利用施設復旧整備事業）

被災した漁協等が所有する共同利用施設の整備を支援する。

（２）養殖共同利用施設復旧整備事業

松川浦内のノリ養殖の種場が津波による土砂堆積により失われたことから、種

場の復旧事業に対して支援する。

３ 事業実施主体 漁業協同組合等

４ 予 算 額 １，３１５，７４８千円

５ 補 助 率 ５／６以内

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２６年度

【担当課：生産流通総室水産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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水産物流通対策事業（継続）

１ 趣 旨

流通加工業者が加工原材料を調達していた地域の漁港等が被災したことにより、

当面の間、緊急的に遠隔地から原材料を確保せざるを得ない状況となっていること

から、運搬料等の掛かり増し経費に対して支援する。

２ 事 業 内 容

漁業協同組合や加工業協同組合等が遠隔地から原料を確保するための経費（運搬

料、製氷購入費）や原料の変更に伴う経費（パッケージ変更費、製造ライン改修費、

サンプル品開発費）に対して助成する。

３ 事業実施主体 漁業協同組合、加工業協同組合等

４ 予 算 額 ４０，０００千円

５ 補 助 率 １／２以内

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２６年度

【担当課：生産流通総室水産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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アワビ・ウニ・アユ栽培漁業振興対策事業（継続）

１ 趣 旨

アワビ、ヒラメ及びアユについて、種苗生産・放流団体への支援を実施すること

で水産資源の増大を図り、持続的な利用を推進する。

２ 事 業 内 容

（１） 種苗放流支援事業（アワビ・ヒラメ）

財団法人福島県栽培漁業協会が、アワビ・ヒラメについて本県沿岸における

種苗放流継続のため、職員を県外の機関へ派遣し、種苗生産を行う取組を支援

する。

（２） 種苗放流支援事業（アユ）

財団法人福島県栽培漁業協会からアユ種苗の供給を受けていた内水面漁業協

同組合のアユ種苗放流を支援する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 財団法人 福島県栽培漁業協会

２の（２） 内水面漁業協同組合

４ 予 算 額 ７１，０４３千円

５ 補 助 率 ２の（１） 定 額

２の（２） ２／３以内

６ 事業実施期間 ２の（１） 昭和５７年度～平成２６年度

２の（２） 平成２５年度～平成２６年度

【担当課：生産流通総室水産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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さけ資源増殖事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災の影響によりサケ稚魚のふ化・放流事業に取り組める団体等が減少

していることから、サケ資源の確保を図るため、さけ増殖団体が行う回帰率の高い

大型種苗を適期に放流する取組を支援する。

２ 事 業 内 容

さけ増殖団体が取り組む大型種苗生産の経費に対して助成する。

３ 事業実施主体 福島県鮭増殖協会

４ 予 算 額 １１，７７３千円

５ 補 助 率 ２／３以内

６ 事業実施期間 昭和５４年度～平成２５年度

【担当課：生産流通総室水産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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漁場復旧対策支援事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災によって、無数の漂流・漂着及び堆積物等が漁場機能及び漁場生産

力を著しく低下又は喪失させ、漁業生産活動が困難となっている。

このため、漁場機能及び漁場生産力を再生・回復させることを目的に、堆積物等

の回収等を行う漁業者を支援するとともに、漁業者による対応が困難な漁場につい

て、県が調査、回収を行う。

２ 事 業 内 容

（１） 漁場生産力回復支援事業

漁場に堆積した建物の破片等の回収を行う漁業団体を支援する。

（２） 漁場堆積物除去事業

漁場に堆積した建物の破片等の分布状況の調査や回収を実施する。

３ 事業実施主体 ２の（１） 福島県漁業協同組合連合会

２の（２） 県

４ 予 算 額 １，５５０，８６４千円

５ 補 助 率 ２の（１） 定額

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２５年度

【担当課：生産流通総室水産課】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版
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共同利用漁船等復旧支援対策事業（継続）

１ 趣 旨

東日本大震災により多数の漁船等が被害にあったことから、漁業協同組合等が組

合員の共同利用に供する漁船の建造等を行う取組を支援することで、漁業生産活動

の継続・再開を図る。

２ 事 業 内 容

漁業協同組合等が東日本大震災により漁船・漁具を失った組合員のために共同利

用やリースにより使用することを目的として行う、漁船の建造、中古船の購入及び

定置網等漁具の購入に必要な経費に対して補助を行う。

３ 事業実施主体 漁業協同組合等

４ 予 算 額 ２，５８２，６５８千円

５ 補 助 率 ７／９以内

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成２５年度

【担当課：生産流通総室水産課】
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水産種苗研究・生産施設復旧事業（新規）

１ 趣 旨

東日本大震災により被災したヒラメ・アワビ・アユ等の種苗研究・生産施設の復

旧により、本県水産業の復興を図る。

２ 事 業 内 容

栽培漁業の再構築のために必要となるヒラメ・アワビ・アユ等の種苗研究・生産

施設の基本設計及び実施設計を行う。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 １１３，１０７千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：生産流通総室水産課】
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産地生産力強化総合支援事業（継続）

１ 趣 旨

福島県農林水産業振興計画の実現と東日本大震災等により厳しい環境下におかれ

ている本県農産の生産、販売環境を改善するため、「新たなふくしまの未来を拓く

園芸振興プロジェクト（仮称）」を展開する産地、さらには、有機栽培・特別栽培、

集落営農や農産物直売所における園芸生産拡大の取組み等、全県的な園芸特産作物

の生産拡大を支援する。

また、米生産コストの削減や需要動向に即した米づくり、大豆・麦・そばの団地

化や新技術等の導入による生産性及び品質向上、大豆の乾燥調製施設等の増強によ

る高品質大豆の生産拡大、作業受託体制の整備等による園芸作物の水田への導入・

拡大、水田を活用した飼料用稲などの飼料作物の生産拡大に対する支援を実施する。

２ 事 業 内 容

（１） 園芸産地パワーアップ支援対策

ア 事業内容：本県の顔となる主要な園芸品目（きゅうり、トマト、アスパラガ

ス、もも、日本なし、りんどう）の産地における生産量や出荷期

間の拡大、品質向上等の取組を支援する。

イ 事業主体：市町村、農業団体、営農集団、農業法人、認定農業者 等

ウ 対 象：園地整備、優良種苗、栽培用ハウス、ハウス付帯設備、簡易養

液栽培施設、農作物被害防止施設、育苗・移植用施設、栽培管

理用機械、防除用機械、収穫用機械、調製出荷機械 等

エ 補 助 率：４／１０以内

（２） 多彩な園芸産地育成支援対策

ア 事業内容：地域の特徴ある産地や雇用を活用した経営規模の拡大・多角化、

集落営農における園芸作物等の生産拡大、有機・特別栽培の導入

・拡大、農産物直売所を核とした生産販売体制の強化などの取組

を支援する。

イ 事業主体：市町村、農業団体、営農集団、農業法人、認定農業者（集落営農

型は除く） 等

ウ 対 象：推進事業、園地整備、優良種苗、土壌・土層改良用機械、栽培用

ハウス、ハウス付帯設備（燃油削減対応・高温対策対応ハウス付

帯施設含む）、簡易養液栽培施設、農作物被害防止施設、育苗・

移植用施設、栽培管理用機械、防除用機械、収穫用機械、調製出

荷機械、有機栽培・特別栽培のための施設、直売・加工用備品・

設備 等

エ 補 助 率：一 般 型 ３／１０以内

雇用型及び集落営農型 ４／１０以内
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（３） 水田有効活用自給力向上支援対策

ア 稲作経営安定強化タイプ

（ア） 事業内容：稲作の生産コストを一層削減するための取組を支援する。

（イ） 対 象：直播機械、カルパーコーティングマシン、レーザーレベラー

等

イ 多様な米づくりタイプ

（ア） 事業内容：環境と共生する稲作による特色ある米づくりを支援する。

（イ） 対 象：紙マルチ田植機、側条施肥田植機、色彩選別機、食味計等

ウ 大豆・麦・そば支援タイプ

（ア） 事業内容：加工業者のニーズを踏まえた大豆・麦・そばの生産拡大・品

質向上の取組を支援する。

（イ） 対 象：栽培用管理機械、収穫用機械、乾燥・調製・出荷用機械等

エ 大豆乾燥調製強化タイプ

（ア） 事業内容：県産大豆の定着化や産地強化、高品質生産及び効率的な

乾燥・調製・出荷体制の構築を支援する。

（イ） 対 象：乾燥・調製・出荷用機械

オ 水田園芸導入強化タイプ

（ア） 事業内容：地域水田農業ビジョンで推進する園芸品目の水田に対する導

入・拡大を支援する。

（イ） 対象機械：水田ほ場条件整備、水田ほ場条件整備用機械、育苗施設、栽

培管理用機械、収穫用機械

カ 飼料作物支援タイプ

（ア） 事業内容：水田を活用した飼料作物(飼料用稲、牧草等)の生産拡大の取

組を支援する。

（イ） 対象機械：栽培・収穫・調製用機械、運搬用機械、計量器等

キ 事業主体：市町村、農業団体、営農集団、農業法人、認定農業者 等

ク 補 助 率

稲作経営安定強化タイプ ： ３／１０以内

多 様 な 米 づ く り タ イ プ ： ３／１０以内

大豆・麦・そば支援タイプ ： ３／１０以内

大豆乾燥調製強化タイプ ： ４／１０以内

水田園芸導入強化タイプ ： ４／１０以内

飼 料 作 物 支 援 タ イ プ ： ４／１０以内

３ 予 算 額 ８６，４２２千円

４ 事業実施期間 平成２２年度～平成２６年度

【担当課：生産流通総室園芸課】
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震災対策農業水利施設整備事業（新規）

１ 趣 旨

東日本大震災を踏まえ、早急に施設の現状を確認して耐震検証を行い、耐震補強

などの施設整備を進めるとともに、浸水想定区域図等の減災対策を緊急的に実施す

ることで、施設の安全性とともに地域の安全度の向上を図る。

２ 事 業 内 容

（１） 耐震点検調査・計画策定（ソフト）

ア 施設点検（土地改良施設の一斉点検を行う）

イ 耐震性検証（土地改良施設の耐震性を検証する）

ウ 計器の設置（漏水計等を設置する）

エ 整備計画の策定（耐震整備が必要な場合の計画を策定する）

オ 浸水想定区域図作成（ため池等が決壊した場合の浸水想定区域図を作成する）

（２） 土地改良施設の耐震整備（ハード）

施設の整備（必要な耐震性を有していない土地改良施設の整備を実施する）

＜採択要件＞

２の（１）のア ：受益面積３０ha以上（ただし、ため池にあってはかんが

い面積２ha以上）

２の（１）のイ～オ：受益面積３０ha以上（ただし、ため池にあってはかんが

い面積２ha以上かつ防災受益７ha以上）

２の（２） ：ため池（受益面積２ha以上かつ防災受益面積７ha

以上）など

用排水施設（受益面積３０ha以上）など

３ 事業実施主体 県、市町村、土地改良区等

４ 予 算 額 ４６２，８９７千円

平成２５年度当初 １１２，１４０千円

平成２４年度２月補正 ３５０，７５７千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２５年度～

【担当課：農村整備総室農地管理課】
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再生可能エネルギー可能性調査事業（継続）

１ 趣 旨

避難地域等における農業の再生を図るため、食用作物栽培に代わる新たな営農モ

デルとしての資源作物の栽培・エネルギー化等の可能性について調査し、推進方針

を策定するとともに、市町村の調査検討・計画策定等の取組を支援する。

２ 事 業 内 容

（１） 農業系バイオマス利活用研究プロジェクトチームの運営

先進事例等についての情報収集を行い、原料となる資源作物の生産やエネル

ギー化における各段階の課題を整理するとともに、福島県バイオマス活用検討

委員会での検討結果等を踏まえ推進方針を策定する。

（２） 福島県バイオマス活用検討委員会の開催

推進方針の策定に当たり、専門的知見を方針に反映させるため、外部有識者

等で構成する委員会を開催する。

（３） 市町村の調査検討・計画策定支援

市町村が行う資源作物の栽培・エネルギー化等の調査検討・計画策定等の取

組に対して、福島県バイオマス検討委員会委員らによる情報提供や助言などの

支援を行う。

（４） 現地検討会の開催

現地実証ほや農業総合センターほ場において、現地検討会を開催する。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 １，１７４千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度

【担当課：農業支援総室農林地再生対策室】

平成２５年度主要事業（案）ＰＲ版

-67-



小水力等農業水利施設利活用支援事業（継続）

（小水力等再生可能エネルギー導入推進事業）

１ 趣 旨

福島県復興計画（第２次）では「原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発

展可能な社会づくり」を東日本大震災からの復興に当たっての基本理念に掲げ、再

生可能エネルギー推進を重点プロジェクトに位置付けし、再生可能エネルギーの導

入拡大を図ることとしている。

このため、これまで整備した土地改良施設を利用した小水力発電については、土

地改良区等が管理する施設への電力供給や、売電収入により、土地改良施設の維持

管理費に係る負担軽減を図ることができるため、導入可能性について検討を行い、

小水力発電の円滑な導入に資するとともに再生可能エネルギーの推進を図る。

２ 事 業 内 容

（１） マスタープラン策定業務

福島県内の候補地区の洗い出しと、その賦存量を把握するとともに、計画的

整備を図るため、導入推進にむけた方針等を含む基本整備計画（マスタープラ

ン）を策定する。

（２） 小水力発電の導入可能性詳細調査

小水力発電施設の導入可能性の高い県有の３施設について、導入可能性の詳

細な調査検討を行い、併せて各種法令に基づく事前協議を行う。

３ 事業実施主体 県

４ 予 算 額 ２５,５００ 千円

５ 補 助 率 －

６ 事業実施期間 平成２５年度

【担当課：農村整備総室農村計画課】
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福島県営農再開支援事業（Ｈ２４年度２月補正、新規）

１ 趣 旨

原子力事故により、農作物等の生産断念を余儀なくされた避難区域等においては、

営農再開に向けた環境が整っていないことから、農業者が帰還して、安心して営農

再開できることを目的として行う一連の取組を支援する。

２ 事 業 内 容

（１） 除染後農地等の保全管理

原則、除染作業が完了した農地のうち、将来、営農が再開される見込みのあ

る農地であって、営農が再開されるまでの間、当該農地における除草等の保全

管理、地力増進作物の作付や肥料・土壌改良資材の施用等の土づくり、営農再

開に必要不可欠な農道及び用水路等の除草、清掃及び補修の取組を支援する。

（２） 鳥獣被害防止緊急対策

避難地域等の営農再開に向けて阻害要因となっている野生鳥獣の対策のた

め、被害防止活動の実施や被害防止施設の整備などの取組を支援する。

（３） 営農再開に向けた作付実証

ア 稲の試験栽培

平成２５年産稲の作付制限区域・作付自粛区域において、平成２６年産以降

に基準値以下の米が生産できるよう、試験ほ場を設置して、除染や放射性物質

吸収抑制対策の効果を確認する。

イ 稲の実証栽培

平成２５年産稲の作付再開準備区域において、実証栽培を行い、区域内に農

地を有する農家等が帰還後に安心して水稲栽培を再開できる技術体系を実証す

る取組を支援する。

ウ 野菜等の出荷等制限解除

避難指示解除準備区域等において、ホウレンソウ等の非結球性葉菜類、キャ

ベツ等の結球性葉菜類、ブロッコリー等のアブラナ科花蕾類、カブの実証ほ場

を設置し、出荷制限等の解除を推進する。

エ 花きの営農再開

避難指示解除準備区域等において、花きの営農再開に向け、収量・品質を確

保する栽培管理等の手法を実施するための取組を支援する。

オ 実証研究

避難指示区域において、農業者の営農再開に対する不安を払拭することで地

域の営農再開等を進めるため、県が地域の協力のもと、営農再開を希望する現

地ほ場において、既存研究成果等を活用した実証栽培を行う。

（４） 避難からすぐ帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援

避難指示の解除や除染の終了等により営農再開が可能となった農地のうち、

避難からすぐに帰還しない農家の農地等を作業受託組織等が一時的に水稲、大
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豆、飼料作物などの土地利用型作物等を栽培して管理耕作する場合に必要な農

業機械の導入等の取組を支援する。

（５） 放射性物質の交差汚染防止対策

放射性物質が付着した籾すり機その他の農機具等を使用することにより、農

産物が放射性物質に汚染されること防止するため、交差汚染防止対策の実施・

指導に係る取組や農機具の分解清掃等の取組を支援する。

（６） 放射性物質の吸収抑制対策

土壌等に蓄積した放射性物質の農作物への移行の低減を図るため、カリ質肥

料等の施用、低吸収品目・品種等への転換、果樹等の改植・剪定、反転耕・深

耕の対策を支援する。

（７） 放射性物質の吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備

放射性物質の吸収抑制対策等を効果的に実施するため、土壌・農産物等の分

析、カリ散布状況等を記載した台帳の整備や現地調査の実施などの取組を支援

する。

※（１）～（５）については避難区域等のみが対象、（６）、（７）については全県が対象

３ 事業実施主体 ２の（１）、（４）、（５）、（６）市町村、農業協同組合、

農業者の組織する団体等

２の（２）市町村、協議会等

２の（３）ア、ウ、オ県

２の（３）イ、エ市町村、農業協同組合、農業者の組織

する団体等

２の（７）市町村、農業協同組合等

４ 予 算 額 ５，９７８，８２４千円

５ 補 助 率 ２の（１）、（３）、（４）、（５）、（６）、（７）定額

２の（２）定額又は１／２以内等

６ 事業実施期間 平成２４年度～平成２７年度

【担当課：農林水産総室農林企画課、農業支援総室農業振興課、農林地再生対策室、

農業担い手課、環境保全農業課、生産流通総室水田畑作課、園芸課、畜産課】
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